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いわて県民計画（2019～2028）第１期アクションプラン 

復興推進プランの改訂案について 

１ 改訂の趣旨 

 (１) 平成 31(2019)年３月に策定した「復興推進プラン」における構成事業の取扱いは、

「令和３(2021)年度以降の事業の実施及び事業内容については、今後の復興状況や国の

動向を踏まえて決定すること」としていた。 

 (２) 東日本大震災津波からの復興は着実に進んでいる一方で、こころのケアやコミュニ

ティの形成支援、まちづくり後の事業者支援など、引き続き中長期的に取り組むべき課

題もある。 

 (３) また、国において、令和３(2021)年度から令和７(2025)年度を「第２期復興・創生

期間」と位置づけ、復興の状況に応じた取組を進めるとされた（復興庁設置期間延長、

復興財源フレームの決定等）。 

 ⇒ 以上を踏まえ、復興推進プランにおける令和３(2021)年度以降の構成事業の実施見通

し等の見直しを行うもの。 

  見直し例）令和３(2021)年度及び令和４(2022)年度も継続して実施する見通しの場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※ その他、事業内容の拡充や新たな事業の追加などを見直し。 

 

  ＜参考＞いわて県民計画（2019～2028）の計画期間 

年度 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 

           

アク 

ション 

プラン 

          

( )内は期間年数  

※「   」は 
国の第２期 
復興・創生 
期間（令和 
７(2025)年度 
まで） 

復興推進プランの計画期間後に
ついても、復興状況などを踏ま
えて事業内容を決定 

令和３(2021)年度及び令和４
(2022)年度も継続して実施 

（
現
行
計
画
） 
（
見
直
し
後
） 

令和４(2022)年度までの
計画値を記載 

現行計画では、「令和３(2021)年度
以降は今後の復興状況や国の動向を
踏まえて決定」としている。 

長期ビジョン(10) 

復興推進プラン(4) 

政策推進プラン(4) 
地域振興プラン(4) 
行政経営プラン(4) 

政策推進プラン(4) 
地域振興プラン(4) 
行政経営プラン(4) 

 
政策推進プラン(2) 
地域振興プラン(2) 
行政経営プラン(2) 

第２期以降の「復興推進プラン」の取扱いは、 
今後の復興の状況を踏まえながら検討 
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２ 改訂の主なポイント 

 

 (１) 国において令和３(2021)年度から令和７(2025)年度を「第２期復興・創生期間」と

位置づけたこと等に伴う令和３(2021)年度以降の事業実施期間の見通しの決定 

 

４本 

の柱 
取 組 

関連する主な事業 

[改訂前後の事業実施期間の見通し] 

安
全
の
確
保 

社会資本の整備 

まちづくり連携道路整備事業 

前[R2(2020)まで] 後[R3(2021)まで] 

復興道路整備事業（国直轄） 

前[R2(2020)まで] 後[R3(2021)まで] 

暮
ら
し
の
再
建 

被災者の住宅再建 
被災者住宅再建支援事業 

前[R2(2020)まで] 後[R4(2022)まで] 

こころのケア 
被災地こころのケア対策事業 

前[R2(2020)まで] 後[R4(2022)まで] 

児童生徒の就学等支援 
いわての学び希望基金奨学金給付事業 

前[R2(2020)まで] 後[R4(2022)まで] 

新たなコミュニティの 

形成支援 

被災地コミュニティ支援コーディネート事業 

前[R2(2020)まで] 後[R4(2022)まで] 

被災市町村の人材確保 
被災市町村行財政支援事業（職員派遣） 

前[R2(2020)まで] 後[R4(2022)まで] 

な
り
わ
い
の
再
生 

被災事業者の事業再開 

支援 

中小企業被災資産復旧事業 

前[R2(2020)まで] 後[R3(2021)まで] 

中小企業等復旧・復興支援事業 

前[R2(2020)まで] 後[R3(2021)まで] 

販路開拓支援 
沿岸地域起業者等成長支援事業費 

前[R2(2020)まで] 後[R4(2022)まで] 

未
来
の
た
め
の 

伝
承
・
発
信 

復興情報発信 
復興情報発信事業費 

前[R2(2020)まで] 後[R4(2022)まで] 
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 (２) 社会経済情勢の変化等を踏まえた事業内容の見直しや新たな事業の追加 

 

対応区分 関連する主な事業 [事業実施期間の見通し] 

主要魚種の水揚

量の減少 

＜現行掲載事業の事業内容の見直し＞ 

①さけ、ます増殖費 [R4(2022)まで] 

サケ資源の回復を図るため、高水温に強い稚魚など、近年の海洋

環境の変動に適応し、高い回帰率が期待できる稚魚の生産技術開発

等に取り組む。 

②質の高い水産物の安定確保対策事業 [R4(2022)まで] 

サケ・サンマ等の不漁により、加工原料の不足・価格高騰に対応

するため、マイワシの漁場等の調査や、高鮮度の見える化等の高付

加価値化などを実施し、漁獲から流通まで一貫した対策に取り組

む。 

事業を再開した

事業者への支援 

＜新規事業の追加＞ 

○いわて新事業活動促進支援事業費補助 [R4(2022)まで] 

地域経済の活性化やにぎわいの創出を図るため、事業者による新

商品・新サービスの開発など新たな事業活動を促進する。 

発災から10年の

節目を迎える中

での国内外から

の関心の高まり 

＜新規事業の追加＞ 

①震災伝承ネットワーク構築事業 [R4(2022)まで] 

海外の津波博物館との連携による震災伝承をテーマとした会議

の開催（R3(2021)）などを通じて、国内外の防災力向上に貢献する。 

②新しい三陸振興推進費 [R4(2022)まで] 

「防災推進国民大会（ぼうさいこくたい）2021」の開催（R3(2021)）

などを通じて、三陸地域の多様な魅力を発信し、交流人口の拡大を

図る。 

③東北デスティネーションキャンペーン事業費 [R3(2021)まで] 

令和３年４月から９月に展開される東北デスティネーションキ

ャンペーンにおいて、より多くの観光客に復興に向けて歩む岩手の

姿を見てもらうため、プロモーションの実施や広域周遊を促進す

る。 
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新型コロナウイ

ルス感染症の影

響による地方へ

の関心の高まり 

Ｕ・Ｉターンによる人材確保や関係人口の創出・拡大に向けた事業を

実施する。 

＜現行掲載事業の事業内容の見直し＞ 

○いわて就業促進事業 [R4(2022)まで] 

沿岸地域におけるプロフェッショナル人材の活用のための支援

を強化する。 

＜新規事業の追加＞ 

○人交密度向上推進事業費 [R4(2022)まで] 

地域と多様に関わる関係人口の創出・拡大を図るため、市町村と

連携した情報発信等に向けて取り組む。 

 

  ◎ 現行の復興推進プランの計画期間後（令和５(2023)年度以降）における復興事業な

どの位置づけについては、今後の復興状況などを踏まえながら別途検討していく。 

 

 

【参考】 

 新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、東日本大震災津波の被災地においても、な

りわいの再生などに大きな影響が生じていることから、新型コロナウイルス感染症対策とし

て、中小企業者の資金繰りへの支援や、「買うなら岩手のもの運動」のＰＲやバーチャル物産

展による県産品の販売・消費拡大などの事業に取り組んでいく。 

 

 

 

３ 今後のスケジュール 

  令和３年１～２月 復興委員会及び専門委員会で改訂案について審議 

  令和３年３月   復興推進プランの改訂 
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１　令和３(2021)年度以降の事業実施期間の見通しを決定する事業

(１)令和３(2021)年度以降も継続して実施する事業　121事業

　※事業一覧は省略。

(２)令和２(2020)年度で完了する事業　12事業

４本の柱 12分野 事業名 終了や他の事業への移行等の理由

1 暮らしの再建 生活・雇用
生活再建住宅支援事業（被災住宅補
修等工事）

事業の目的である被災家屋の補修・改修が完了
し、補助事業を継続する市町村がないことか
ら、事業を終了するもの。

2 暮らしの再建 生活・雇用
生活再建住宅支援事業（被災宅地復
旧工事）

事業の目的である被災宅地の復旧が完了し、補
助事業を継続する市町村がないことから、事業
を終了するもの。

3 暮らしの再建
保健・医療・福
祉

障がい福祉サービス復興支援事業
沿岸地域における就労継続支援事業所の再開状
況及び平均工賃の推移から、復興が進んでいる
ものと判断されるため、事業を終了するもの。

4 暮らしの再建
教育・文化・ス
ポーツ

被災地域県立学校産業教育設備等整
備事業

令和３年度以降は通常の産業教育設備整備事
業・部活動設備整備事業の中で整備を進めるこ
とから、事業を終了するもの。

5 暮らしの再建
教育・文化・ス
ポーツ

学びを通じた被災地の地域コミュニ
ティ再生支援事業（放課後における
児童生徒の居場所づくり）

令和３年度以降は通常の学校・家庭・地域の連
携協力推進事業へ移行することから、事業を終
了するもの。

6 暮らしの再建
教育・文化・ス
ポーツ

学びを通じた被災地の地域コミュニ
ティ再生支援事業（地域学校協働活
動）

令和３年度以降は通常の学校・家庭・地域の連
携協力推進事業へ移行することから、事業を終
了するもの。

7 暮らしの再建
教育・文化・ス
ポーツ

学びを通じた被災地の地域コミュニ
ティ再生支援事業（家庭教育支援）

令和３年度以降は通常の学校・家庭・地域の連
携協力推進事業へ移行することから、事業を終
了するもの。

8 暮らしの再建
地域コミュニ
ティ

障がい福祉サービス復興支援事業
（再掲）

沿岸地域における就労継続支援事業所の再開状
況及び平均工賃の推移から、復興が進んでいる
ものと判断されるため、事業を終了するもの。

9 暮らしの再建
地域コミュニ
ティ

災害公営住宅コミュニティ形成支援
事業

令和３年度以降は、生活支援相談員による見守
り支援や、市町村などによる支援に移行するも
の。

10
なりわいの再
生

水産業・農林業 地域再生営漁計画推進事業
令和３年度以降は既存事業で経営体の育成や生
産効率化、付加価値向上等に取り組むことか
ら、事業を終了するもの。

11
なりわいの再
生

商工業 被災中小企業重層的支援事業費

令和３年度以降は、中小企業事業再生支援事業
費や商工業小規模事業経営支援事業による専門
家派遣に移行し、引き続き事業者支援を行うも
の。

12
なりわいの再
生

商工業 被災商店街にぎわい支援事業
令和３年度以降は、商店街にぎわい創出支援事
業や商工業小規模経営支援事業による専門家派
遣に移行し、引き続き事業者支援を行うもの。

復興推進プラン構成事業の改訂状況
参考資料

この資料は、復興推進プランに掲載している構成事業のうち、今回改訂を行ったものについて、改訂の

主な区分ごとに整理したもの。
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２　事業の内容を見直す事業（「事業概要」を改訂したもの）　15事業

４本の柱 12分野 事業名 見直しの理由・内容

1 安全の確保
防災のまちづく
り

交通安全対策事業

被災地においては復興関連事業所の減少や規模
縮小の傾向にあるが、依然として歩行者被害の
交通事故の発生が多い状況にあることから、こ
れまでの運転者に対する取組を継続するほか、
新たに導入した歩行環境シミュレータ活用によ
る体験型の交通安全指導を実施するもの。

2 暮らしの再建 生活・雇用 いわて就業促進事業

県内就業の促進及びＵ・Ｉターンによる人材確
保を推進するため、求職者・企業への支援や岩
手で働き、暮らす魅力を一体的に発信するほ
か、沿岸地域におけるプロフェッショナル人材
の活用のための支援を強化するもの。

3 暮らしの再建 生活・雇用 いわて移住・定住促進事業費

本県への定住・交流人口の拡大を促進するた
め、移住・定住ポータルサイトを活用し、テレ
ワーク関連施設等の情報発信等に取り組むも
の。

4 暮らしの再建 生活・雇用 就業支援推進事業

県内各地域に「就業支援員」を配置し、地域内
外の関係機関等と連携しながら、高校生の県内
就職の促進や企業や労働者からの雇用・労働に
関する相談への対応等を行うとともに、新たに
「エリアコーディネーター（仮称）」を配置
し、学校におけるキャリア教育への支援を強化
するもの。

5 暮らしの再建
保健・医療・福
祉

被災地発達障がい児支援体制整備事
業

一般施策への移行を見据え、相談支援事業所な
ど地域の支援機関等の対応力の向上を図るた
め、間接支援に重点を置いた取組にシフトする
よう見直すもの。

6 暮らしの再建
保健・医療・福
祉

児童養育支援ネットワーク対策事業
（被災児童対策事業）

公園整備や保育所等の再建が完了したことか
ら、遊びの支援や保育所職員向けの研修等を終
了するもの。被災孤児の里親向けの支援等につ
いては継続する。

7 暮らしの再建
地域コミュニ
ティ

新しい三陸復興のかけ橋推進費

活動の主体であった「いわて三陸復興のかけ橋
推進協議会」の解散に伴い、令和３年度から
は、これまでの取組の成果を三陸防災復興ゾー
ンプロジェクトに継承し、県事業として、首都
圏の企業・団体等を含む県内外との連携強化や
復興関連情報の発信等に取り組むもの。

8
なりわいの再
生

水産業・農林業 養殖業振興事業
これまでの事業の結果を踏まえ、意欲ある漁業
者の生産法人化や漁場利用の高度化など、漁場
生産の効率化に向けた取組を実施するもの。

9
なりわいの再
生

水産業・農林業 さけ、ます増殖費

近年の海洋環境の変動等の影響により、放流直
後の稚魚の生残率が低下したと考えられること
から、新たに高水温に強い稚魚の生産等に向け
た技術開発・普及を実施し、回帰率を向上しよ
うとするもの。

10
なりわいの再
生

水産業・農林業 質の高い水産物の安定確保対策事業

サケ・サンマ等の不漁により、加工原料の不
足・価格高騰に対応するため、水産物の高鮮度
出荷体制の構築等の取組に加え、新たにマイワ
シの漁場等の調査や、高鮮度の見える化などの
高付加価値化等を実施するもの。

11
なりわいの再
生

水産業・農林業 東日本大震災農業生産対策交付金
国の事業内容の見直しに伴い、安全な農畜産物
を生産できる環境の確保等を図るための取組を
支援しようとするもの。

12
なりわいの再
生

水産業・農林業
いわて食農連携プロジェクト推進事
業

これまでの取組により、地域の特色ある食材を
核とした関係者のネットワークが構築されたこ
とから、今後、農林漁業者の安定的な収益確保
につなげていくため、地域の食材等を活用した
ビジネス創出を支援するもの。

13
なりわいの再
生

商工業 沿岸地域起業者等成長支援事業費
初期費用補助を終了し、震災以降に創業・再生
した事業者の経営支援や資金調達支援に重点化
するもの。

14
なりわいの再
生

観光
いわて移住・定住促進事業費
（再掲）

本県への定住・交流人口の拡大を促進するた
め、移住・定住ポータルサイトを活用し、テレ
ワーク関連施設等の情報発信等に取り組むも
の。

15
未来のための
伝承・発信

復興情報発信
新しい三陸復興のかけ橋推進費
（再掲）

活動の主体であった「いわて三陸復興のかけ橋
推進協議会」の解散に伴い、令和３年度から
は、これまでの取組の成果を三陸防災復興ゾー
ンプロジェクトに継承し、県事業として、首都
圏の企業・団体等を含む県内外との連携強化や
復興関連情報の発信等に取り組むもの。
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３　新たに掲載する事業　22事業

４本の柱 12分野 事業名 事業概要

1 安全の確保
防災のまちづく
り

震災伝承ネットワーク構築事業
海外津波博物館との連携により、震災伝承を
テーマにした会議を開催するなど、国内外の防
災力向上に向けた取組を推進

2 暮らしの再建 生活・雇用 被災者生活支援事業

応急仮設住宅を退去し、恒久的な住宅へ移行し
た後においても経済面や生活設計などの課題を
抱える被災者について、必要な支援を行うた
め、（仮称）いわて被災者支援センターを設
置・運営

3 暮らしの再建
保健・医療・福
祉

健康いわて21プラン推進事業
地域の健康課題の分析評価及び対策を推進する
ため、県・保健医療圏域毎に協議会を開催し、
市町村が行う保健活動を支援

4 暮らしの再建
教育・文化・ス
ポーツ

学校・家庭・地域の連携協力推進事
業（放課後における児童生徒の居場
所づくり）

沿岸部における児童の放課後の安全で安心な居
場所を確保するとともに、市町村の担当者・安
全管理員・指導員等の事業推進関係者に対する
研修機会等を提供

5 暮らしの再建
教育・文化・ス
ポーツ

学校・家庭・地域の連携協力推進事
業（地域学校協働活動）

沿岸部における学校教育を地域全体で支援する
体制づくりを推進し、教員の負担軽減を図ると
ともに、地域の教育力の活性化を促進

6 暮らしの再建
教育・文化・ス
ポーツ

学校・家庭・地域の連携協力推進事
業（家庭教育支援）

沿岸部における社会教育の活性化を促すため
に、読書ボランティアの人材育成を図るととも
に、研修会を開催し、地域における教育課題の
自主的な解決の支援

7 暮らしの再建
教育・文化・ス
ポーツ

県立野外活動センター管理運営費

移転復旧する岩手県立野外活動センターにおい
て、地域の復興や防災について意識向上を図る
ため、新たな特色ある研修プログラムとして、
復興・防災教育に関する研修を実施

8 暮らしの再建
教育・文化・ス
ポーツ

さんりく音楽魅力発信事業費
被災地の文化芸術を通じた地域活性化を推進す
るため、官民が連携して「さんりく音楽祭」を
開催

9 暮らしの再建
教育・文化・ス
ポーツ

ラグビー県いわて推進事業費

ラグビーワールドカップ2019
TM
岩手・釜石開催

のレガシーを生かし、メモリアルイベント開催
や県外との交流等、ラグビー県いわての定着に
向けた取組を実施

10 暮らしの再建
教育・文化・ス
ポーツ

地域活性化スポーツ推進事業費

スポーツ振興を通じて地域の活性化を図るた
め、東日本大震災津波で被災し復旧した施設や
新たに設置された施設などを活用しながら、
「いわてスポーツコミッション」によるスポー
ツイベントや合宿を誘致・開催

11 暮らしの再建
地域コミュニ
ティ

人交密度向上推進事業費

地域と多様に関わる関係人口の創出・拡大を図
るため、市町村と連携した情報発信等に加え、
首都圏居住者等が地域課題解決に取り組むこと
等を通じ、地域とのつながりの創出を図る取組
を実施

12
なりわいの再
生

水産業・農林業 原木しいたけ販売力アップ促進事業

県産原木しいたけの需要拡大・販路開拓を図る
ため、産学官連携による販売戦略の検討・実践
や集出荷団体合同による入札会の開催支援のほ
か、オンライン入札システムの導入検討等の取
組を実施

13
なりわいの再
生

商工業 中小企業事業再生支援事業費

中小企業における、新しい生活様式に対応した
ビジネスモデルの構築や、生産性の向上等に向
けて主体的に行う取組を支援するため、商工指
導団体、産業支援機関が行う支援事業を補助す
ることを通じて、被災企業の復旧・復興を支援

14
なりわいの再
生

商工業
商工業小規模事業経営支援事業費補
助

商工会及び商工会議所が小規模事業者に対して
実施する経営改善普及事業等を支援し、また、
商工会連合会が商工会及び小規模事業者に対し
て実施する指導事業等を支援

15
なりわいの再
生

商工業
いわて新事業活動促進支援事業費補
助

県内事業者等の新たな事業活動を促進するた
め、中小機構及び県内金融機関等と連携し「い
わて希望応援ファンド」の運用益と合わせた補
助事業を実施し、東日本大震災津波により大き
な打撃を受けた地域経済の復興を支援

16
なりわいの再
生

商工業
未来のものづくり人材育成・地元定
着促進事業

内陸地域と沿岸県北地域のものづくりネット
ワーク間の連携を強化し、小中学生から企業人
まで、多様で厚みのある産業集積を支える高度
な産業人材を育成
生徒・教員・保護者等へのものづくり産業や地
域企業の理解を促進し、地元定着を促進

7



４本の柱 12分野 事業名 事業概要

17
なりわいの再
生

観光
東北デスティネーションキャンペー
ン事業費

令和３年４月から９月に展開される東北デス
ティネーションキャンペーンにおいて、より多
くの観光客に復興に向けて歩む岩手の姿を見て
もらうため、プロモーションの実施や広域周遊
を促進

18
未来のための
伝承・発信

事実・教訓の伝
承

震災伝承ネットワーク構築事業
（再掲）

海外津波博物館との連携により、震災伝承を
テーマにした会議を開催するなど、国内外の防
災力向上に向けた取組を推進

19
未来のための
伝承・発信

事実・教訓の伝
承

県立野外活動センター管理運営費
（再掲）

移転復旧する岩手県立野外活動センターにおい
て、地域の復興や防災について意識向上を図る
ため、新たな特色ある研修プログラムとして、
復興・防災教育に関する研修を実施

20
未来のための
伝承・発信

復興情報発信 新しい三陸振興推進費

復興に取り組む姿を発信し、東日本大震災津波
の風化を防ぐとともに、東日本大震災津波の記
憶と教訓を伝え、国内外の防災力向上に貢献す
るため、各実施主体が連携しながら、「いわて
県民計画（2019～2028）」に掲げる「三陸防災
復興ゾーンプロジェクト」に位置付けられる事
業を展開

21
未来のための
伝承・発信

復興情報発信
さんりく音楽魅力発信事業費
（再掲）

被災地の文化芸術を通じた地域活性化を推進す
るため、官民が連携して「さんりく音楽祭」を
開催

22
未来のための
伝承・発信

復興情報発信
東北デスティネーションキャンペー
ン事業費（再掲）

令和３年４月から９月に展開される東北デス
ティネーションキャンペーンにおいて、より多
くの観光客に復興に向けて歩む岩手の姿を見て
もらうため、プロモーションの実施や広域周遊
を促進
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